
市
民
生
活
の
向
上
に
向
け

て
　

平
成
22
年
度
は
、「
暮
ら
し
と

地
域
を
支
え
、
人
を
大
切
に
す
る

ま
ち
」
を
推
進
す
る
た
め
、
増
大

す
る
社
会
保
障
関
係
費
へ
の
対
応

や
、
公
共
工
事
の
一
定
量
の
確
保

な
ど
、
景
気
低
迷
に
伴
う
諸
課
題

を
解
消
す
る
た
め
の
予
算
を
重
点

化
し
ま
し
た
。

　

そ
の
結
果
、
公
共
事
業
や
委
託

事
業
の
拡
大
な
ど
に
よ
る
雇
用
創

出
、
世
界
ジ
オ
パ
ー
ク
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
へ
の
加
盟
や
鳥
取
自
動
車
道

な
ど
を
活
か
し
た
観
光
振
興
、
中

小
企
業
向
け
融
資
制
度
の
拡
充
な

ど
の
金
融
対
策
、
子
宮
頸
が
ん
・

ヒ
ブ
・
小
児
用
肺
炎
球
菌
予
防
ワ

ク
チ
ン
の
接
種
費
助
成
な
ど
、
市

民
生
活
を
向
上
さ
せ
る
新
た
な
取

り
組
み
を
展
開
す
る
こ
と
が
で
き

ま
し
た
。

市
町
村
合
併
後
最
大
の
決

算
額

　

歳
入
面
で
は
、
平
成
20
年
秋
の

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
の
影
響
で
大

き
く
落
ち
込
ん
で
い
た
企
業
業
績

が
回
復
を
見
せ
、
法
人
市
民
税
が

増
収
と
な
り
ま
し
た
。
し
か
し
、

個
人
の
給
与
所
得
の
低
下
や
企
業
の

設
備
投
資
の
抑
制
な
ど
か
ら
、
個
人

市
民
税
、
固
定
資
産
税
な
ど
が
減
収

と
な
り
、
市
税
全
体
で
は
２
年
連
続

で
減
収
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
面
で
は
、
生
活
保
護
費
が

約
３
億
７
０
０
０
万
円
増
加
し
、

35
億
６
８
７
３
万
円
と
な
っ
た
こ

と
、
ま
た
、
本
来
、
被
保
険
者
の
保

険
料
な
ど
で
賄
う
べ
き
国
民
健
康
保

険
費
の
財
源
不
足
を
補
う
た
め
、
初

め
て
、
５
億
８
０
０
０
万
円
の
補
て

ん
を
行
う
な
ど
、
本
市
の
経
済
・
雇

用
情
勢
は
、
依
然
厳
し
い
状
況
で
あ

っ
た
こ
と
が
う
か
が
え
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
中
、
国
の
臨
時
交
付

金
や
県
の
基
金
事
業
な
ど
有
利
な
財

源
の
確
保
に
努
め
る
こ
と
で
、
平
成

22
年
度
の
一
般
会
計
に
お
け
る
歳
入

決
算
額
は
対
前
年
比
２
・
７
㌫
増
、

歳
出
決
算
額
は
３
・
２
㌫
増
と
、
市

町
村
合
併
後
最
大
と
し
ま
し
た
。

新
た
な
取
り
組
み
と
健
全
な

財
政
運
営

　

健
康
づ
く
り
や
経
済
対
策
な
ど

新
た
な
取
り
組
み
を
積
極
的
に
進

め
な
が
ら
財
政
運
営
の
健
全
化
を

図
っ
て
い
ま
す
。
第
９
次
総
合
計

画
の
基
本
計
画
期
間
（
23
〜
27
年

度
）
に
お
け
る
財
政
需
要
を
踏
ま

財産収入・寄附金
繰入金分担金・負担金

使用料・手数料
繰越金

諸収入

市税

譲与税・交付金 県支出金
市債

国庫支出金

地方交付税

自主財源

依存財源

251 億 7618 万円
（27.3％）

122 億 3067 万円
（13.3％）

75 億 3440 万円
（8.2％）62 億 1826 万円

（6.7％）
34 億 3180 万円
（3.7％）

238 億 3161 万円
（25.8％）

85 億 9401 万円
（9.3％）

1億 1278 万円（0.1％）15 億 8898 万円（1.7％）

377 億 4163 万円
（40.8％）

545 億 9131 万円
（59.2％）

4億 9454 万円（0.5％）12 億 9663 万円（1.4％）

18 億 2308 万円（2.0％）

923 億 3294 万円
歳入

健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
ま
し
た
。

　

９
月
定
例
市
議
会
で
平
成
22
年
度
決
算
が
承
認
さ
れ
ま
し
た
。
市
民
の
み
な
さ
ん

か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た
税
金
な
ど
を
、
ど
の
よ
う
に
使
っ
た
の
か
、
そ
の
概
要
を

一
般
会
計
を
中
心
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

▼依存財源　
国や県により定められた
額を交付されたり、割り
当てられたりする収入。

▼自主財源
市が自ら調達できる財源。

平
成
22
年
度
決
算

問
い
合
わ
せ
先
　
本
庁
舎
行
財
政
改
革
課 

 

０
８
５
７-

２０-

３
１
１
１

議会費・災害復旧費

消防費

農林水産業費

衛生費

商工費

教育費

土木費

総務費

公債費

民生費
267 億 8085 万円
（29.5％）

74 億 4897 万円
（8.2％）

75 億 6112 万円
（8.3％）

79 億 129 万円
（8.7％）

95 億 6925 万円
（10.5％）

106 億 4525 万円
（11.7％）

126 億 4985 万円
（13.9％）

4億 7447 万円
（0.5％）

53 億 2841 万円
（5.9％）

25 億 2129 万円
（2.8％）

908 億 8075 万円
歳出

一般会計
※ (　　)…構成比

公債費
126 億 4898 万円
扶助費

137 億 3519 万円

普通建設事業費
103 億 1158 万円

物件費
102 億 6583 万円

補助費など
79億 215 万円
維持補修費

10億 4298 万円

繰出金
115 億 7927 万円

出資・貸付金
81億 3917 万円

人件費
122 億 850 万円

積立金
30億 1862 万円

災害復旧事業費
2848 万円

（13.4％）

（3.3％）
（9.0％）

（0.1％）
（11.3％）

（1.2％）

（8.7％）

（11.3％）

（13.9％）

（15.1％）

（12.7％）そ
の
他
の
経
費

投
資
的
経
費

消
費
的
経
費

義
務
的
経
費

歳出（性質別）

（目的別）
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区分 歳入 前年度比
伸び率(%) 歳出 前年度比

伸び率(%)
一般会計 923億 3294 万円 2.7 908 億 8075 万円 3.2

特
別
会
計

土地区画整理費 5億 5615 万円 48.8 4 億 4478 万円 38.9

下水道事業費 100億 3758 万円 0.7 99 億 7487 万円 0.8

簡易水道事業費 7億 4201 万円 1.0 7 億 2682 万円 2.8

公設地方卸売市場
事業費 4701 万円 2.4 2922 万円 ▲ 35.4

駐車場事業費 2809 万円 ▲ 16.6 2809 万円 ▲ 16.6

国民健康保険費 181億 3246 万円 4.9 181 億 1444 万円 4.0

老人保健費 470万円 ▲ 91.6 470 万円 ▲ 90.9

高齢者･障害者住宅
整備資金貸付事業費 354万円 ▲ 31.9 292 万円 ▲ 39.5

住宅新築資金等貸付
事業費 1億 184 万円 ▲ 14.7 8720 万円 ▲ 20.5

土地取得費 357万円 ▲ 66.5 357 万円 ▲ 66.5

墓苑事業費 5974 万円 ▲ 18.5 5776 万円 13.2

集落排水事業費 28億 6350 万円 ▲ 3.9 28 億 4856 万円 ▲ 4.3

介護保険費 146億 8469 万円 7.1 141 億 4806 万円 5.3

財産区管理事業費 626万円 ▲ 43.2 552 万円 ▲ 45.0

温泉事業費 7368 万円 ▲ 15.6 7286 万円 ▲ 16.5

観光施設運営事業費 7730 万円 4.1 7730 万円 4.1

介護老人保健施設
事業費 8181 万円 0.0 8181 万円 0.0

後期高齢者医療費 17億 5400 万円 ▲ 2.4 17 億 4763 万円 ▲ 2.0

計 492 億 5793 万円 3.8 484 億 5611 万円 2.9

合計 1415億9087万円  3.1 1393億3686万円 3.1

総括表（一般会計・特別会計）

え
、
市
債
の
厳
選

や
新
た
な
基
金
の
造

成
、
既
存
基
金
へ
の

積
み
増
し
を
積
極
的

に
進
め
ま
し
た
。
そ

の
結
果
、
一
般
会
計

の
年
度
末
市
債
残
高

は
、
前
年
度
に
比
べ

32
億
１
０
０
０
万
円

減
少
し
、
基
金
残
高

は
19
億
１
０
０
０
万

円
増
加
し
ま
し
た
。

　

地
方
交
付
税
の

代
わ
り
と
し
て
発
行
せ
ざ
る
を

得
な
い
臨
時
財
政
対
策
債
を
差

し
引
い
た
実
質
的
な
市
債
残
高

と
し
て
は
、
前
年
度
に
比
べ
て

65
億
２
０
０
０
万
円
減
少
し
て
お

り
、
こ
の
下
が
り
幅
は
市
町
村
合

併
後
、
最
大
と
な
っ

て
い
ま
す
（
グ
ラ
フ

①
）。

　

さ
ら
に
、
18
の
特

別
会
計
や
３
つ
の
公

営
企
業
会
計
（
水
道

事
業
・
工
業
用
水
道

事
業
・
病
院
事
業
）、

一
部
事
務
組
合
、
土

地
開
発
公
社
な
ど
、

本
市
の
財
政
に
影
響

を
与
え
る
会
計
の
負

▼民生費
　子ども手当費            33 億 2633 万円
　生活保護費               35 億 6873 万円

▼公債費
　定時償還元金          100 億 8635 万円
　定時償還利子            18 億 8023 万円

▼総務費
　国勢調査費                       7702 万円
　鳥取駅バリアフリー化整備事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　1億 3838 万円

▼土木費
　片原駐車場整備費     　3 億 1765 万円
　地方道路整備交付金事業費 
　　　　　　　　　　　　6億 5575 万円

▼教育費
　小中学校改築事業費  　8 億　754 万円 
　小中学校校舎耐震補強事業費
　　　　　　　　　　　7  億 1650 万円

▼衛生費
　子宮頸がん・ヒブ・小児用肺炎球菌予防ワクチン接種助成事業
　　　　　　　　　　　　　　　8366 万円
　ごみの減量化および再資源化対策費
　　　　　　　　　　　　3 億 8255 万円

▼商工費
　中小企業支援融資事業費
 　　　　　　　　　　53億 7655 万円
　基金を活用した緊急的な雇用創出事業費
  　　　　　　　　　　　3億 7683 万円

▼農林水産業費
　食のみやこ鳥取県販売拠点施設用地取得事業費
     　　　　　　　　　　1億 9598 万円
　漁港建設事業費　　　10億 6604 万円

主な事業と決算額

債
の
合
計
が
、

本
市
の
財
政
力

に
対
し
て
ど
れ

位
あ
る
か
を
示

す
指
標
で
あ

る
「
将
来
負

担
比
率
」
は
、

１
２
５
・
９
㌫

と
な
り
ま
し

た
。
こ
の
比
率

が
３
５
０
㌫
を

超
え
る
と
財
政

的
に
黄
信
号
と
さ

れ
て
い
ま
す
の
で
、
本
市
財
政
の
健

全
性
は
高
い
と
言
え
ま
す
。
こ
の
値

は
、
算
定
が
義
務
付
け
ら
れ
た
19
年

度
以
降
、
３
年
連
続
で
減
少
し
て
お

り
、
今
後
も
急
激
に
悪
化
す
る
こ
と

は
な
い
と
見
通
し
て
い
ま
す
（
グ
ラ

フ
②
）。

　

新
庁
舎
の

移
転
新
築
な

ど
重
要
で
急

が
れ
る
課
題

解
決
に
、
柔

軟
に
対
応
で

き
る
健
全
財

政
の
礎
は
整

っ
て
き
て
い

ま
す
。
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早期健全化基準（350％）

将来負担比率グラフ②
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108.4

1008.9
950.8

893.5
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市
債
残
高

基
金
残
高

基金残高基金残高

市債残高

    　　　市債残高と基金残高（単位 :億円）グラフ①

    　　　※臨時財政対策債を除く
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